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� 最新情報最新情報最新情報最新情報 
� 香港証券先物委員会(HKSFC)と中国証券監督管理委員会(CSRC)は、

上海市場と香港市場の接続のための試験プログラムの開発に関して共

同発表を行った。今回の共同発表によれば、当局は中国本土と香港の両

市場間での株式の相互取引を認可する。上海証券取引所（SSE）と香港

証券取引所(SEHK)は、投資家が地元の証券会社や仲介業者を通じても

う一方の市場に上場されている適格株式を取引できるようにする。 
 

� 当社の見方当社の見方当社の見方当社の見方 
� 上海証券取引所の適格株式は、SSE180 指数ならびに SSE380 指数の

全構成銘柄、それに上海証券取引所と香港証券取引所の両方に上場さ

れている全企業の株式である。香港証券取引所における適格株式は、ハ

ンセン総合大型株指数ならびにハンセン総合中型株指数の全構成銘柄、

それに上海証券取引所と香港証券取引所の両方に上場されている全企

業の株式である。 
� 試験プログラムの総割当枠は、香港証券取引所上場株が 3,000 億人民

元、上海証券取引所上場株が 2,500 億人民元である。 
� 上海市場と香港市場の相互接続の準備には 6 ヵ月かかる予定である。適

格株式と割当枠は共に将来調整される可能性がある。 
� 現在、国内適格機関投資家（QDII）/海外適格機関投資家（QFII）枠はそ

れぞれ 396 億 US ドル、536 億 US ドルであり、人民元海外適格機関投

資家（RQFII）枠は 2,005 億人民元である。今回のプログラム案により、

全ての機関投資家ならびに適格個人投資家が市場に参加できるようにな

ることから、市場の相互接続が更に進むだろう。  
� 同プログラムにより、世界の主要株式市場としての香港証券取引所の立

場が強化されるだろう。大型上場企業に投資する長期投資家が増えると

いう点において、同プログラムは上海証券取引所にとってポジティブであ

る。2 つの市場間での相互取引は人民元建てで行われることから、同プロ

グラムは人民元の国際化に向けた大きな一歩でもある。 
� 当社は、重複上場している A 株と H 株の価格差が同プログラムを受けた

裁定取引期待により概ね解消されると見ている。加えて、市場の自由化

が進行する中で市場参加者の層が厚くなることから、2 つの市場間でバリ

ュエーションギャップも将来縮小する可能性が高い。 
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� 香港取引所（HKEx）と上海証券取引所 

 （SSE）の間での相互取引 
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